
いわて未来づくり機構 
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        次     第        0 

 

１ 開会 

２ 議事 

（１）機構の平成 27年度活動状況について 

（２）ＣＯＣ+事業と機構との連携について 

（３）いわて県民計画「第３期アクションプラン(案)」 

について 

（４）官民連携事例発表 
釜石市総務企画部総合政策課まち･ひと･しごと創生室長 

石井 重成氏 

３ その他 

４ 閉会 

【ラウンドテーブルメンバー】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

岩渕  明 岩手大学長 

鈴木 厚人 岩手県立大学長 

高橋 真裕 (一社)岩手経済同友会代表幹事、(株)岩手銀行代表取締役会長 

米谷 春夫 大船渡商工会議所副会頭、(株)マイヤ代表取締役社長 

谷村 邦久 岩手県商工会議所連合会長、みちのくコカ・コーラボトリング(株)代表取締役会長  

達増 拓也 岩手県知事 

 



最重要事項 

いわて未来づくり機構が平成27年度に取り組んだ県民運動 
～ 本格復興と希望郷いわての実現に向けて ～ 

県民運動 
目標 取組状況 

目指す姿（最終目標） H27年度機構の取組目標 産 学 県 

2016希望郷いわ
て国体・大会開催
に係る協力 

 
■県内外各層への
開催趣旨等の幅
広い浸透 

 
■募金2億円の確
保 

■企業協賛1.6億
円相当の確保 

■多様な運動によ
る盛り上がり、機
運の醸成 

 
■ボランティア参加
者の掘り起し 

【岩手銀行（岩手経済同友会）】 
○国体ＰＲ広告を独自に作成し、県内の支店 
 に掲出中（４月～） 
 ＡＴＭラッピング（２カ店） 
 ウォールステッカー（84カ店） 
○支店窓口への募金箱設置（４月～、50カ店） 
○開会式・閉会式における行員ボランティア参 
 加希望者の募集（４月～）（11月末現在257 
 名） 
○スポーツマガジン「スタンダード」への国体 
 応援シリーズ広告掲載の実施（10月～） 
○行員名刺への国体キャラクター掲載 
 （10月～） 
○冬季国体への競技役員派遣（１月） 
 
【県商工会議所連合会】 
○事務局へ職員1名派遣 
○募金・企業協賛金の協力依頼 

【岩手大学】 
〇岩手大学スポーツユニオン教員による国体実行委員 
 会への参画 
〇総合型地域スポーツクラブに対する県民運動協力の働 
 かけ 
〇大会ボランティア養成講座 
〇大会ボランティア募集 
 
【県立大学】 
〇希望郷いわて大会の選手団サポートボランティア養成 
 協力校として、90人の学生ボランティアを養成、派遣す 
 るための取組実施（休校措置、養成講座の実施を決 
 定、ボランティアの募集開始） 
〇国体、全国障害者スポーツ大会の開催に資する研究 
 の実施 （「ひとにやさしいまちづくり推進指針見直しに 
 係る研究」【地域提案型地域協働研究】） 
〇希望郷いわて国体、希望郷いわて大会「130万人で参 
 加宣言」への登録 

○総合的な企画立案、連絡調整 
○イメージソング、ダンスによる  
 普及啓発 
○募金・企業協賛の募集（12月末累 

 計実績） 募金226百万円、企業協 
 賛316百万円 
○運営ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ数（12月末時点）                    
 本大会    1,709人/1,800人 95％ 
  障スポ大会 3,106人/3,500人 89％ 

○テレビ、ラジオ、HP等を活用した 
 広報展開 
○冬季国体歓迎装飾（12～２月） 
○文化プログラム実施 
 
〔国体大会プラス関連〕 
○部局横断による「拡張国体・大会 
 推進大作戦(17事業）」の企画立 
 案（一部事業を年度内実施） 

 
■強化選手約30 
  名の県内企業等 
  への就職 
 
■競技力向上に向 
  けた側面支援 

【岩手銀行（岩手経済同友会）】 
○強化選手１名採用（採用累計２名） 
 （27年４月） 
○強化選手２名採用予定（28年４月） 
○アイスホッケー競技への強化選手派遣 
 （１月） 

【岩手大学】 
○国体強化指定選手に対する練習会場の提供 
○岩手大学スポーツユニオンによる競技指導 
 
【県立大学】 
〇競技力向上に資する研究実施 
 （「自転車競技用運動解析センサーシステムの開発研 
 究」【地域イノベーション戦略支援プログラムの研究成果 
 を活用】） 

○就職支援の実施 
 「2016いわてアスリート就職 マッ 
 チング」開催（H27.3.20） 
 18社・団体、選手33名参加 
 ⇒合格・内定状況 
 民間企業18人、県（職員、教員 
 等）13人 
○選手強化の支援 
  補助金交付等 451,217千円 

ＩＬＣの実現に向
けた取組 

 
■ＩＬＣ実現に向け、 
 国内外へのＩＬＣの 
 概要や意義の浸 
 透 
 
■日本政府の誘致 
 表明への働きかけ 
 
■外国人研究者と 
  その家族等の受 
  入環境整備の促 
   進 
 
■加速器関連産業 
  の支援 
 

【岩手銀行（岩手経済同友会）】 
○岩手県ＩＬＣ推進協議会を通じた誘致活動 
 への協力（４月～） 
○営業部店長へのＩＬＣ誘致活動応援ピンバッ 
 チ配付（１月～） 
 
【県商工会議所連合会】 
○県民向け講演会開催（３回） 
○学生向け講演会開催(30講座) 
○調査研究視察（KEK等） 
○要望提言活動（８回） 
○国際会議への協力（２回） 
○ﾚｾﾌﾟｼｮﾝの開催（４月） 
○情報発信の強化（英語版HPリニューアル） 
○各種グッズの作成・配布 
 （ILC応援年賀状（28,000枚）、ポスター（1,000
枚）、クリアファイル（1,500枚）、ピンバッヂ
（3,000個）、地形ジオラマの作成） 

【岩手大学】 
〇ILC推進協議会の開催 
○加速器科学連続セミナー（全３回） 
 
【県立大学】 
〇ILCに関する国内外の動向調査の実施 
 （ILC日米友好議員連盟と米国ILC関係者との情報交換 
 等） 
〇ILCをテーマとする講演依頼への対応 
 （本学公開講座、県ILC推進協議会公開講演会、いわて 
 ILC加速器科学推進会議講演会等） 
〇ILCの実現に資する研究の実施 
 （「国際交流協会等の支援拠点における実践、効果的な 
 外国人支援のあり方の研究」、「ILC建設に伴う外国人 
 の医療環境整備へ向けた取組に関する研究」【地域提 
 案型地域協働研究】） 

○総合的な企画立案、連絡調整 
○国への要望（５月、６月） 
○講演会講師対応（随時） 
○テレビ、HP等を活用した広報活 
 動 
○世界各国の素粒子物理研究所 
 広報担当者視察対応（４月） 
○海外向け英語広報誌「THE  
 KITAKAMI TIMES」の発行 
○いわて加速器関連産業研究会 
 の設立・活動支援 

県民一人ひとりがそれぞ

れの立場で支える 

県民総参加の国民体育

大会 ・全国障害者ス

ポーツ大会の実現に向

けて取り組む 

選手の競技環境を整備

することで、選手強化を

側面から支援するととも

に、 

本県選手の活躍による

県民への勇気と活力を

与えるきっかけ作りに取

り組む 

■H28「県民総参加」 
 による国体・大会  
 の実現 

国体等への参加、おもてなし
の心で歓迎、復興支援への
感謝 

 

■競技力の向上 
 
 

 
 

■ILCの実現 

1 

震災からの復興をはじめ、 

多文化共生社会や産業

のイノベーションなど社

会・経済の改革につな

がる 

ＩＬＣの実現に向けて取り

組む 

資料１ 



重点事項 

県民運動 
目標 役割分担 

目指す姿（最終目標） H27年度 機構の取組目標 産 学 県 

台湾との 
定期便の就航 

 
■定期チャーター便 
   （春季 5/12-6/26)
の利用促進 

 

■定期便就航実現 

 

【岩手銀行（岩手経済同友会）】 
○いわぎん「海外視察ミッション」 
 の実施（11月） 
参加者27名（台湾・ベトナム） 

【県商工会議所連合会】 
○台湾ミッション団への参加 
 （６月） 
○「のぼり」「ポスター」掲示による 
 啓発 

 

【岩手大学】 
○留学生によるチャーター便利用者への入出国手 
 続きサポート 
〇高雄師範大学との学生交流（交換留学） 
〇高雄師範大学学長表敬訪問 
〇台湾・岩手大学留学生同窓会 
〇台湾向けの岩手県PR番組への留学生出演 
〇東日本大震災津波・岩手県復興報告会（岩手県 
 主催）への出席 
 
【県立大学】 
〇朝陽科技大学との交流の実施 
 （相互訪問によりH28年度からの大学院研究者間 
研究交流の実施、H28.4に朝陽科技大学で開催さ
れる国際会議への本学教員及び大学院生の参加
等を合意、台中震災科学館との災害情報システム
研究について国際交流） 

 

○県ミッション団派遣、知事によるトップセールス 
 （６、11月） 
○定期便化の目標時期（2017年）の明確化 
○パスポート取得応援キャンペーン、国際交流拡大 
 支援助成等による需要創出 
○テレビ、ラジオ、ホームページ等を活用した機運醸 
 成 
○春季便はアウトバウンドで1,378名（延べ人数）が利 
 用（台湾桃園国際空港の滑走路工事により、秋季 
 はインバウンドのみ） 
○震災後初となる高雄からのプログラムチャーター 
 便が運航されるなど、台湾との交流が拡大 

「平泉世界遺産の
日」（6.29）に関
する取組 

 
■「平泉世界遺産の 
 日」を契機とした関 
 連事業の実施及び 
 参画 
 
 
 
 

【岩手銀行（岩手経済同友会）】 
○行員による、事前準備及び当 
 日のイベント活動への協力 
 
【県商工会議所連合会】 
○「平泉世界遺産の日推進協議 
 会」、「平泉世界遺産登録5周年 
 記念事業推進会議」の設立 
 （４月） 

 

【岩手大学】 
○県民一般を対象とした「平泉文化セミナー」開催 
 （８回） 
〇平泉世界遺産の日に合わせ「平泉文化遺産特 
 別講習会」を開催（岩手県、平泉町、奥州市、一 
 関市との共催） 
〇第16回平泉文化フォーラムの開催 
 （岩手県教育委員会との共催） 
 
【県立大学】 
〇平泉文化遺産を活用した地域振興に資する研究 
 の実施 
 （平泉などをフィールドとした「ウェアラブルデバイ 
 スを活用したユニバーサルツーリズム安心システ 
 ムの研究」【i-MOS研究課題】） 
〇平泉町地方創生総合戦略策定、推進支援 
 （総合戦略策定委員会委員長） 

○講演会・シンポジウムの開催（５月～６月） 
○カエル板絵の特別公開(５月) 
○タイアップイベントの開催（６月） 
  めんこいまつり（主催：MIT）へのブース出展 
○県民講座の開催（６月～11月） 
 ・ラジオ（エフエム岩手）による「県民講座」の開催
（12回） 

○全国誌を活用した広報展開 中尊寺山田貫首と俳
優村上弘明氏の対談記事掲載 

 ・ＪＡＬ機内誌「SKYWALK」（８月） 
 ・旅の手帖（８月） 
○弁慶とともに登る中尊寺・月見坂車いす体験会 
 （９月） 
○県政テレビ番組、ＣＭ（テレビ、ラジオ）、新聞、ホー
ムページ等を活用した広報展開 

平泉の文化遺産につ

いて国内外の人々の

理解を深め、 

将来の世代に継承して

いくとともに平泉世界遺

産を活用した地域の振

興に取り組む 

 
■経済・文化等 
  の交流の促進  
■定期便の就航 

 
■平泉文化遺産  
  の理解促進 
■将来世代への継  
承 

■平泉文化遺産 
  を活用した地 
  域振興 

「ケロ平」 

昨年度に引き続き運航

される春季定期チャー

ター便の利用促進を図

るとともに、定期便化の

実現に向けて県内の

機運醸成に取り組む 

２ 

いわて未来づくり機構が平成27年度に取り組んだ県民運動 
～ 本格復興と希望郷いわての実現に向けて ～ 
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いわて未来づくり機構 産業復興作業部会の活動状況等（28.2.1） 

 

テーマ： 産業基盤の集積と強化について 

 座長：藤代 博之 担当機関：岩手大学 

 

報告要旨 

本部会では、機構設立当時から地域ものづくり産業に対して本部会を中心とする地域産学官が支

援すべき7項目について順次検討を行ってきたが、その中で懸案事項であった企業連携や産業復興

に不可欠なコーディネーターの活動の在り方について、重点的に調査検討を行ってきた。 

具体的には、産業支援機関が開催したコーディネーター研修に関する会議に参加して具体的な

課題を把握するとともに、他県先進事例の調査、さらには県内全自治体を対象とするコーディネータ

ーアンケート調査を実施してきており、年度内にこれらを分析してコーディネーターのあるべき方策に

ついての提言素案を作成することとしている。 

 

１．平成27年度の作業部会開催実績と検討内容等（アウトプット） 

平成27年８月５日 

    10月28日 

    11月13日 

    12月 3日 

コーディネータースキルアップセミナーへの参加 

産学官連携コーディネートスキル向上セミナーへの参加 

（公財）横浜企業経営支援財団調査 

（公財）浅間リサーチエクステンションセンター調査 

 

２．平成27年度の活動に係る成果と課題等の評価（アウトカム） 

平成27年度活動計画 平成27年度活動状況・成果・課題 

・コーディネーター活動に関するア

ンケートを県庁政策地域部科学ILC

推進室に協力を頂き実施する。 

・アンケート結果を分析するととも

に、コーディネーター等へのヒアリ

ングを行い、課題を洗い出す。 

・これらを踏まえ部会を開催して提

言方針を協議して提言の素案をま

とめる。 

コーディネーターの課題について把握するため、（公財）

いわて産業振興センターが主催したコーディネートスキ

ルアップセミナーに参加して情報収集したほか、先進事例

調査として浅間リサーチエクステンションセンターや（公

財）横浜企業経営支援財団の活動を調査して知見を高め

た。 

また、岩手県科学ＩＬＣ推進室と連名で「コーディネー

ターアンケート」調査を岩手県内全自治体に実施している

ところである。 

 

３．今後の活動方針・予定 

本部会は、機構設立当時から地域ものづくり産業に対して地域産学官が支援すべき7項目につい

て順次検討を行い、その中の懸案事項であった企業連携や産業復興に不可欠なコーディネーター

の活動の在り方についてとりまとめて、機構関係者に提言して活動を一旦終えることとしたい。 

 



（参考資料） 
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  平成２８年１月８日 

 

岩手県内市町村の担当部課長各位 

 

いわて未来づくり機構産業復興作業部会 

部会長  藤代博之（岩手大学教授） 

岩手県政策地域部科学ＩＬＣ推進室 

室 長  佐々木 淳 

 

 

コーディネーターアンケートについて 

 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。本県の産学官連携の推進に対しまして日

頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、産学官の組織のネットワークであります「いわて未来づくり機構」の産業復興作業部

会では、地域創生に対する産学官連携の役割の大きさに着目し、その実務を担っているコーデ

ィネーターの活動状況について、岩手県とともに調査を行うこととしました。 

つきましては、下記により貴職が直接または間接に雇用しているコーディネーター等の状況

につきまして、下記により回答いただきたくお願いします。 

 

記 

 

１ 調査対象となるコーディネーター等の範囲 

 大学や試験研究機関の研究成果を発掘して商品化するまでの段階において様々な支援を行

う人材、または、ベンチャー企業の設立や育成、シーズ・ニーズマッチングによる新ビジネ

スの立ち上げを支援する人材であって、勤務形態は常勤または非常勤とし、活動の対価とし

て個別に謝礼を受け取る者は除きます。 

 具体的なコーディネーターの職種（呼称）次のとおりです。 

 産学官連携コーディネーター、科学技術コーディネーター、知的財産マネージャー、技術

移転マネージャー、技術移転コーディネーター、知的財産アドバイザー、特許流通アドバイ

ザー、特許情報アドバイザー、NEDOフェロー、クラスター・マネージャー、インキュベー

ションマネージャー、マッチング・プランナー、その他地域が産業振興のために雇用するコ

ーディネーターなど 

２ 調査内容 

  別紙のとおり 

３ 回答期限 

  平成 28年２月１日 

４ 照会先 

  岩手大学 COC推進室 小野寺純治 

  住所：岩手県盛岡市上田 ３－１８－６ 

  電話：019-621-6053  ＦＡＸ:019-621-6928 

  E-mail：jonodera@iwate-u.ac.jp 



3 
 

コーディネーターに関するアンケート調査 

 

問１ 回答される方のお名前、御所属等について伺います。 

団体名  

御所属  

職  御名前  

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

 

問２ コーディネーター（ＣＤ）の雇用状況について伺います。 

貴団体ではＣＤを雇用されていますか？該当する方の番号を〇で囲んで下さい。  

① はい  → 問３へ 

② いいえ → 問７へ 

 

問３ ＣＤの雇用形態について伺います。 

  問３－１   職名                       

   

問３－２   人数           名 

 

  問３－３ 雇用されている方は常勤、非常勤のいずれでしょうか？ 

         常勤   名       非常勤    名 

 

  問３－４ 雇用の財源は何でしょうか？該当する方の番号を〇で囲み、外部資金の場合に

はその名称もお答え願います。 

        ① 自己資金 

        ② 外部資金（資金名                     ） 

 

  問３－５ 雇用期間は定めておられますか。該当する番号を〇で囲み、定めている場合に

は年数もお答え願います。 

        ① 定めていない 

        ② 定めている（雇用期間   年） 

 

問４ ＣＤの活動内容について伺います。 

   該当するものに○をつけてください（いくつでも）。 

① 研究者、企業等の紹介・引き合わせ 

② 情報収集 
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③ 研究成果の発掘 

④ 交流会、研究会等の開催 

⑤ 技術の評価 

⑥ 国や地方自治体のプログラムへの応募支援 

⑦ 特許化支援 

⑧ 技術指導 

⑨ ライセンシング 

⑩ 経営支援 

⑪ マーケティング支援 

⑫ ビジネスモデル作成支援 

⑬ 金融関係支援 

⑭ その他（                           ） 

  

問５ ＣＤの活動状況について伺います。 

  問５－１ ＣＤの活動をどのように評価されておりますか？該当する番号を〇で囲んで

下さい。 

① 大変満足 

② 満足 

③ やや不満 

④ 不満 

 

  問５－２ ＣＤの主な成果を 3つまで挙げてください。 

    第１                                    

                                    

    第２                                    

                                    

    第３                                    

                                    

 

問５－３ ＣＤの雇用や活動に当たっての課題をどのようにお考えですか？重要と思わ

れるものを３つ選んでください。 

第１  第２  第３  

  ① マンパワー（人数）が不足 

  ② スキルが不足 

  ③ 雇用期間が短い 

  ④ 活動資金（旅費）が不足 

  ⑤ 活動資金（調査費）が不足 

  ⑥ 活動資金（その他）が不足（具体的に：             ） 
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  ⑦ 人的ネットワーク構築が課題 

  ⑧ 勤務時間に制限があり、自由な活動ができない 

  ⑨ 周辺でのＣＤの活動への理解がない（少ない） 

  ⑩  

その他（                           ） 

 

問６ ＣＤへの研修について 

  問６－１ ＣＤに対して研修を行っておりますか？該当する番号を〇で囲み、実施してい

る場合には研修（分かる範囲で）の名称を記入してください。 

    ① はい（研修名                         ） 

    ② いいえ 

 

  問６－２ ＣＤ研修は必要と思いますか？該当する番号を〇で囲んでください。 

    ① はい 

    ② いいえ 

    ③ どちらともいえない 

 

  問６－３ 問６－２で①の「はい」と回答された団体に伺います。どのような研修が必要

と思われますか。必要と思われるものを具体的にご記入願います。 

                                           

                                     

 

問７ コーディネーターの雇用希望について 

  問７－１ ＣＤを雇用している団体にお伺いします。ＣＤの人数は充分でしょうか、貴団

体の場合に適正と思われる人数は何人とお考えですか？ 

      適正人数   名   現在の雇用人数   名    不足   名 

 

  問７－２ ＣＤを雇用していない団体にお伺いします。 

問７－２－１ ＣＤ雇用したいとお考えですか？その場合何人必要とお考えですか？ 

  ① 必要   必要人数  名 

  ② 必要ではない 

  ③ どちらともいえない、よく分からない 

  

   問７－２－２ 問７－２－１で「必要」と応えた団体にお伺いします。現在雇用ができ

ていない理由についてどのようにお考えですか？（自由記載）  
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問８ 自由記載（産学官連携の在り方、コーディネート活動、岩手県の産業振興等に関する意

見をお聞かせ下さい。） 

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                           

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                           

                                         

                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力いただき、有り難うございました。 
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「ふるさといわて創造作業部会」の設置について 

 

１ 目的 

 国の地方創生では、①人口減少に歯止めがかからない、②東京一極集中が加速、

③地方経済と大都市経済で格差が存在、の現状認識の下に 

Ⅰ. 地方に仕事をつくり、安心して働けるようにする 

Ⅱ. 地方への新しいひとの流れをつくる 

Ⅲ. 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

の観点からの政策を進めることとしており、文部科学省は「地（知）の拠点大学

による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」において、大学生の地元定着を促す事業

を開始した。 

本県においても、岩手大学が提案主体として岩手県内 32 機関（高等教育機関

７，自治体 17、経済・産業団体８）が連携して取り組む「ふるさといわて創造

プロジェクト」を提案し、採択になったところである。 

 当該事業の更なる推進に資するため、かねてから、いわての未来づくりには「人

づくり」が欠かせないとして活動を展開しているいわて未来づくり機構内に「ふ

るさといわて創造作業部会」を組織し、「ふるさといわて創造プロジェクト」と

連携して取組を進めていく。 

なお、このふるさといわて創造プロジェクトは、地元大学の学生の地元就職率

を上げるための事業であり、首都圏学生のＵターン・Ｉターンを狙いとした事業

となっていないことから、当該取組に対する方策の検討等にも取り組むこととす

る。 

 

２ 組織 

（１）作業部会座長をＣＯＣ＋推進コーディネーターとする。 

（２）作業部会員（案） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事務局は、岩手大学 COC推進室に置く。 

 

３ 活動 

地元大学の学生の地元就職率を促進するための方策に係る助言・提言等のほか、

首都圏学生の岩手居住を促すための方策等を検討し、関係機関に提言する。 

 

４ 参考 

  ふるさといわて創造プロジェクトでは、キックオフフォーラムを下記の日程に

より開催するが、その中のパネルディスカッションにおいて、地元大学生ととも

に首都圏の協力大学の学生の参加も得て、岩手県就職への課題等について意見交

換を行うこととしている。 

 ・日時 平成 28年 3月 7日（月）13時 30分～ 

 ・会場 ホテルメトロポリタン盛岡ニューウィング 

・岩手大学（COC+推進コーディネーター 小野寺純治） 

・岩手県立大学 

・岩手県 

・岩手経済同友会 

・岩手県商工会議所連合会 

・岩手県中小企業団体中央会 

資料３ 



ＣＯＣ+事業とふるさといわて創造作業部会との関係 

狙い：地方創生の中心となる「ひと」の地方への集積 

概要：「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業：知的創造拠点である大学が地域の中

核的存在（Center of Community)として、地域が直面している様々な課題解決に取り組むこと

により、教育研究機能の向上を図り、地域活性化にもつなげる取組）を発展させ、地方

公共団体や企業等と協働して学生にとって魅力ある就職先を創出・開拓

するとともに、地域が求める人材を養成するために必要なカリキュラムの

改革を断行する大学の取組を支援 

補助期間：最大５年間 

事業規模：補助基準額として年間68百万円。但し4年目に２／３、最終年度

に１／３に逓減見込み 

事業評価：29年度に中間評価を、32年度に事後評価 

文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）の取組 
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ＣＯＣ+事業とふるさといわて創造作業部会との関係 

協議会としての取組 

ふるさといわて創造プロジェクト 

【参加市町】 

盛岡市、花巻市、北上市、奥州市、
一関市、遠野市、久慈市、宮古市、
釜石市、大船渡市、陸前高田市、
八幡平市、滝沢市、岩泉町、矢巾
町、金ケ崎町の16市町 
【取組】 

 以下の取組が特別交付税（措置
率0.8 1,200万円上限）対象となる。 
・ICTやサテライトキャンパスを活用

した都市部の大学との単位互換
を通じた地元大学への入学促進 

・地元企業と学生とのマッチングに
よる地元企業との関わりの強化 

・地方大学、地方公共団体及び地
元企業の共同研究による産業振
興 

高等教育機関 
（7機関） 

商工会議所 

経済同友会 

中小企業団体中
央会 

中小企業家 
同友会 

ＪＡ岩手県 
中央会 

岩手県 

市町村 
(16市町) 

岩手県漁連 

商工会 

岩手県森連 

①参加大学学生の地元就職率１０％増 
  （45％→55％, 155人増） 
②雇用創出数16人（①の10％） 
③事業協働機関満足度１００％ 

  事業協働機関（32組織）が 
「ふるさといわて創造協議会」を 
組織し、ＣＯＣ+推進コーディネーターを

配置して下記目標の達成に向けて取り
組む 

ＣＯＣ+大学を中心に、参加大学が連携して「いわて創造人材の育成」を目指し、産学官からなる
「教育カリキュラム開発委員会」を設置して教育カリキュラムの構築・実施に取り組む。 
【参加大学】 
  岩手大学（ＣＯＣ+大学、事業責任大学）、岩手県立大学（ＣＯＣ認定大学（短期大学部を除く））、
富士大学、 盛岡大学、一関高専、岩手県立大学盛岡短期大学部、同宮古短期大学部 

首都圏の協力大学と連携して、地域への学生インターンシップの受入、被災地先導モデル
の創出、地域指向教育の充実等を図る。 
【協力大学】東京海洋大学、北里大学、杏林大学、首都大学東京、横浜国立大学 

     地域企業・団体の魅力向上 Action1-1 

若者・女性地域定着Project 

     インターンシップの強化 Action1-2 

     地元大学進学率の向上 Action1-3 

     地域リーダーとの協創体験 Action4-1 

起業家人材育成Project 

     新事業への挑戦を支援 Action4-2 

     大学資源活用の産業創出 Action2-1 

新産業＆雇用創出Project 

     地域特産品の販路拡大・ 
ブランド化支援 

Action2-2 

     大学の知を活用した 
地方創生支援・人材育成 

Action2-3 

     復興人材の育成 Action3-1 

三陸復興＆先導モデル 
創出Project 

     なりわい・コミュニティの再生 Action3-2 

     被災地の産業振興支援 Action3-3 

     被災地先導モデル創出 Action3-4 
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ＣＯＣ+事業とふるさといわて創造作業部会との関係 

  COC 
教育研究を通じた
地域貢献 

     COC+ 
参加大学の学生の地元定着に 
よる「ひと」の集積 

COC+α 
１ 域外学生等の岩手をフィールドとする教育研究への 
  取組支援 
２ 域外学生の岩手への定着に向けた取組 
３ 若者のＵ・Ｉターン促進 
４ 大学生との連携による高校生のＰＢＬ（Project Based   
  Learning) 支援  など 

ふるさといわて創造作業部会の活動： 

上記の1及び２を中心としつつ、 
取組全体に関わる検討・提言 
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第３期アクションプランの位置付けと構成 

これまでの取組の成果と課題 

第３期アクションプランの期間 

いわて県民計画「第３期アクションプラン」の概要 
第３期アクションプランの策定趣旨 1 

(1) いわて県民計画（長期ビジョン）に掲げた
「希望郷いわて」の実現を目指し、重点的・優
先的に取り組むべき政策などについて、具体的
に示していくもの。 

(2) 第２期アクションプランの取組の成果を検証
し、課題等の分析を行うとともに、第３期にお
ける目指す姿や目標値を明確にしながら、課題
解決型の政策体系を構築していくもの。 

(3) 東日本大震災津波からの復興に向け、平成23
年８月に策定した「岩手県東日本大震災津波復
興計画」と軌を一にしながら、推進するもの。 

 

(1) プランの対象期間は、平成27～30年度までの４年間 
(2) 復興計画が第２期から第３期へ移行することから、復興 
  計画の進捗を見据えるとともに、総合戦略とも整合性を 
  図りながら進める。 

・ 第１期及び第２期アクションプランを通じて重要な課題と位置づけた「人口減少対策」「雇用の維持・創出」「地域経済の活性化」等に引き続き 

 注力するとともに、東日本大震災津波からの復興を「本格復興」から復興計画の総仕上げにつなげるとともに、「ふるさと振興」を進める  

 ことで「希望郷いわて」の実現を目指す。 

・ 次期長期計画につながる期間であることを踏まえ、希望郷いわての実現をより確かなものにするため、これまで求められてきた経済的・物質的な 

 「ゆたかさ」に加え、経済的な尺度では測ることのできない岩手ならではの「ゆたかさ」※1をはぐくむ観点も取り入れたプランとする。 

    ※1 本県独自の「ゆたかさ」に着目し、これまでの政策評価に新たな視点として、「幸福に関する指標」の導入に向け、研究・試行を行う。 

・ 第３期アクションプランは、「政策編」「地域編※2 」「行政経営編※3」の３編により具体の取組等を示す。 
    ※2 沿岸広域振興圏については、東日本大震災津波からの復旧・復興が最重要の課題であることから、当面は「岩手県東日本大震災津波復興計画」に基づき、取組を推進 

    ※3 経営感覚をもって重要な課題に財源や人的資源を配分し効果的・効率的に取り組み成果を挙げる「行政経営」の視点を重視し、従来の「改革編」を「行政経営編」として策定 

２ 

３ 

４ 

政 策 編 

行 政 経 営 編 

【行政経営編の構成】 
 県政運営の基本姿勢について、長期ビジョンに掲げる４つの基本方針に
より構成 
・いわての未来づくりを支える専門集団への更なる進化 
・多様な主体の連携・協働による公共サービスの提供 
・いわてを支える持続可能な財政構造の構築 
・活力に満ちたいわてを実現する分権型行政システムの確立 

【政策編の構成】 
 長期ビジョンに示した「７つの政策」に基づく「42の政策項目」につ
いて、それぞれ以下の項目により構成 
・みんなで目指す姿 
・取組に当たっての協働と役割分担 

・目指す姿を実現するための取組 
・県の具体的な推進方策（工程表） 

政策推進目標 

東日本大震災津波からの復興をゴールに向かって進めるとともに、 
ふるさと振興を軌道に乗せ、県民一人ひとりが希望を持てる 

「希望郷いわて」への道筋を確かなものとする 

産業・雇用 
教育・文化 

農林水産業 

環境 

社会資本・公共交通・情報基盤 

アクションプラン政策編 

「安全」の確保 

「暮らし」の再建 

「なりわい」の再生 

復興計画 

政策評価レポート 
（H27.11）等からの抜粋 

長期ビジョン 

第１期 
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 
(平成21～22年度) 

第２期アクションプラン 
(平成23～26年度) 

第３期アクションプラン 
(平成27～30年度) 

いわて県民計画（平成21年度～平成30年度） 

～基盤復興期間～ 
(平成23～25年度) 

～本格復興期間～ 
(平成26～28年度) 

～更なる展開へ 
   の連結期間～ 

(平成29～30年度) 

岩手県東日本大震災津波復興計画（平成23年度～平成30年度） 

岩手県ふるさと振興総合戦略 
   （平成27年度～平成31年度） 

(4) 人口減少に歯止めをかけ、ふるさとを振興す
るため平成27年10月に策定した「岩手県ふる
さと振興総合戦略」を包含し、一体的に推進し
ていくもの。 

ふるさと振興総合戦略 

岩手で働く 

岩手で育てる 

岩手で暮らす 

一体的に推進 

   【地域経営】 
・多様な主体の協働・参画 
・多様な主体の動機付けや活動の  
 促進（「プロモーション」）の展開 

   【政策評価】 
・マネジメントサイクルによ 
 る計画の推進 
・県民視点に立った進行管理 

【地域編の構成】※ 沿岸広域振興圏は、復興計画に基づき、取組を推進 

 広域振興圏の目指す将来像の実現に向けて取り 
組む重要施策について、以下の項目により構成 
・みんなで目指す姿 
・目指す姿を実現するための取組 
・取組に当たっての協働と役割分担 
・県の具体的な推進方策（工程表） 

地 域 編 

希望郷いわての実現 

沿岸広域 

県北広域 

県央広域 

県南広域 

こころと体
の健康 雇用環境 地域医療 人 口 県民所得 再生可能 

エネルギー 
防 災 

医療・子育て・福祉 

安全・安心 

(1) 政策編 
 [人  口] 社会減の減少幅は縮小したが、Ｈ26から増加に転

じており、社会減の解消に向けた取組が必要 
 [県民所得] 国民所得に対する県民所得の乖離は縮小したが、

依然として残る乖離の縮小に向けた取組が必要 
 [雇用環境] 求人不足数は大幅に改善したが、正規雇用の拡大

や水産加工業等における人材確保が必要 
 [地域医療] 人口10万人当たり医師数は増加したが、医師確保

と適正配置、適正受診の啓発が必要 
 [再生可能エネルギー] 再生可能エネルギー導入割合は上昇し    
     たが、災害にも強い自立・分散型エネルー供給体制

の構築を進めることが必要 
 [防  災] 復興支援道路等の整備が着実に進展したが、より

一層の地域防災力の強化が必要 

(2) 地域編 
各広域振興圏の地域資源や特性を生かした産業振興の推進

による市場競争力と付加価値が向上したが、今後は、人口減
少問題に対応するため、仕事の創出や若者の地元定着、子育
て環境の充実、産業や地域を支える人材の育成が必要 

(3) 改革編 
復興を支える人材の確保・育成、貴重な財源や人的資源の効

果的活用、企業やNPOなど多様な主体の連携・協働による取
組等が進展しており、今後は、復興業務の中で成果を挙げた
事例を広く県政全般に定着させる取組が必要 
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《基本的考え方》 
 多発する自然災害に対する防災力の強化や犯罪
のないまちづくりの推進、食の安全の確保などに
取り組むとともに、地域コミュニティの活性化や
市民活動の促進、次代を担う青少年の育成、男女
共同参画の推進など、「安心して、心豊かに暮ら
せるいわて」の実現を目指します。 
 
《政策項目》 
 17 地域防災力の強化 
 18 安全・安心なまちづくりの推進 
 19 食の安全・安心の確保 
 20 多様な主体の連携による地域コミュニティ 
  の活性化 
 21 多様な市民活動の促進 
 22 青少年の健全育成と若者の活躍支援  
 23 男女共同参画の推進と女性の活躍支援 
 

いわて県民計画「第３期アクションプラン【政策編】」の概要 

 
 
 

 長期ビジョンに示す｢希望郷いわて｣の実現を目
指し、岩手の未来をつくる｢７つの政策｣の基本的
考え方を基に｢42の政策項目｣を設定しています。 

 各政策項目ごとに、地域社会のあらゆる構成主
体が一体となって目指す｢みんなで目指す姿｣を設
定するとともに、その目指す姿を実現するための
取組や、役割分担、県が中心となって行う取組を
示しています。 

   ＜７つの政策＞     ＜42の政策項目＞ 

 
 
 
 
《基本的考え方》 
 岩手の多彩な資源と知恵を生かした産業、地域
や分野を越えた産業が展開されるとともに、一人
ひとりの能力や、やる気を生かした雇用が確保さ
れるなど「産業創造県いわて」の実現を目指しま
す。 
 
《政策項目》   
 1 国際競争力の高いものづくり産業の振興 
 2 食産業の振興 
 3 観光産業の振興 
 4 地場産業の振興 
 5 次代につながる新たな産業の育成 
 5-2 科学技術によるイノベーションの創出 
 6 商業・サービス業の振興 
 6-2 中小企業の経営力の向上 
 7 海外市場への展開 
 8 雇用・労働環境の整備 

《基本的考え方》  
 本県の地域経済社会を支え、持続的に発展でき
る農林水産業と、いきいきとした農山漁村を確立
し、生産者や消費者がその豊かさ・恵みを実感で
きる「食と緑の創造県いわて」の実現を目指しま
す。 
 
《政策項目》 
 9 農林水産業の未来を拓く経営体の育成 
 10 消費者から信頼される｢食料・木材供給 
  基地｣の確立 
 11 農林水産物の高付加価値化と販路の拡大 
 12 いわての魅力あふれる農山漁村の確立 
 13 環境保全対策と環境ビジネスの推進 

 
 
 
 
 
《基本的考え方》  
 学校教育の充実、社会教育、生涯学習、スポー
ツの振興や国際交流の推進などにより、将来の岩
手を担う人材を育成するとともに、多彩な本県の
文化芸術をはぐくみ、創造・継承することで、
「人材・文化芸術の宝庫いわて」の実現を目指し
ます。 
 
《政策項目》 
 24 児童生徒の学力向上 
 25 豊かな心を育む教育の推進 
 26 健やかな体を育む教育の推進 
 27 特別支援教育の充実 
 28 家庭・地域との協働による学校経営の推進 
 29 生涯を通じた学びの環境づくり 
 30 高等教育機関の連携促進と地域貢献の推進 
 31 文化芸術の振興 
 32 多様な文化の理解と国際交流 
 33 豊かなスポーツライフの振興 

《基本的考え方》  
 全国有数の森林資源を有するなど、岩手の地域
特性を踏まえた低炭素社会や、３Ｒを基調とした
循環型地域社会が形成されるとともに、良好な環
境の保全や自然との共生の取組が活発に行われ、
将来にわたって豊かさを実感できるよう、「環境
王国いわて」の実現を目指します。 
 
《政策項目》 
 34 地球温暖化対策の推進 
 35 循環型地域社会の形成 
 36 多様で豊かな環境の保全 
 
 
 

 

「７つの政策」と「42の政策項目」 ● 

《基本的考え方》  
 子どもから高齢者まで、また、病気や障がい等
の有無に関わらず、それぞれの力を生かし、共に
助け合いながら、いきいきと暮らすことができる
「共に生きるいわて」の実現を目指します。 
 
《政策項目》 
 14 地域の保健医療体制の確立 
 15 家庭や子育てに希望を持ち安心して子ども 
  を生み育てられる環境の整備 
 16 福祉コミュニティの確立 
 
 

 

 
 
 

  
《基本的考え方》 
 人口減少・少子高齢化が進行し、投資余力も限
られる中で、社会資本の整備、利活用を効果的に
進めるとともに、持続可能な公共交通体系の構築
や、県民だれもがその恩恵を同じように享受でき
る情報通信基盤の整備など、「いわてを支える基
盤」の実現を目指します。 
 
《政策項目》 
 37 産業を支える社会資本の整備 
 38 安全で安心な暮らしを支える社会資本の整 
  備 
 39 豊かで快適な環境を創造する基盤づくり 
 40 社会資本の維持管理と担い手の育成・確保 
 41 公共交通の維持・確保と利用促進 
 42 情報通信基盤の整備と情報通信技術の利活 
  用促進 

「７つの政策」と「42の政策項目」 Ⅰ 産業・雇用 
～「産業創造県いわて」の実現～ 

Ⅱ 農林水産業 
～「食と緑の創造県いわて」の実現～ 

Ⅲ 医療･子育て･福祉 
～「共に生きるいわて」の実現～ 

Ⅳ 安全・安心 
～「安心して、心豊かに 

暮らせるいわて」の実現～ 

Ⅴ 教育・文化 
～「人材・文化芸術の 

宝庫いわて」の実現～ 

Ⅵ 環境 
～「環境王国いわて」の実現～ 

Ⅶ 社会資本・公共交通 
・情報基盤 

～「いわてを支える基盤」の実現～ 

産業・雇用 

農林水産業 

医療・子育て・福祉 

環境 

安全・安心 

教育・文化 

社会資本・公共交
通・情報基盤 

８の政策項目 

５の政策項目 

３の政策項目 

７の政策項目 

10の政策項目 

３の政策項目 

６の政策項目 
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○ 医師の確保を図るため、修学資金の貸付による医師の養成と計画的な配置 
○ 医師の偏在解消につながる新たな制度の構築に向けた国等への働きかけや情報の発信 
○ 結婚したいと願う県民の希望を叶えるため、結婚サポートセンターを設置・運営 
○ 子育て家庭を支援するため、未就学児等への医療費助成の現物給付を実施 
○ 医療、介護、予防、住まい及び生活支援が提供される「地域包括ケアシステム」の構築を推進 

 
○ 若者・女性やＵ・Ｉターン者など、多様な新規就業者の確保に向けた情報発信の強化や受け皿づく 
 り 
○ 県オリジナル新品種を核とした県産米のブランド化の推進 
○ 林業就業者の確保・育成に向けた養成機関の設置 
○ 水産業の本格復興に向けたサケやアワビ等の安定した資源造成の推進 
○ 地域資源を生かした６次産業化や県産農林水産物の輸出促進 

 
○ 被災地の復興に向けた復興道路や災害公営住宅等の整備、被災者の持ち家再建への支援 
○ 自然災害から県民の暮らしを守るため、地震・津波・洪水・土砂災害対策を推進 
○ 「岩手県公共施設等総合管理計画」に基づく社会資本の適切な維持管理の推進 
○ ＪＲ山田線の早期運行再開へ向けた取組への支援等 
○ 被災地域における高台移転に伴う地上デジタル放送の受信対策等に向けた支援 

 
○ 諸調査を活用した学校組織全体の取組による児童生徒の学力向上 
○ いじめや学校不適応の未然防止、教育相談機能の充実、いじめ問題への迅速かつ機動的な対応 
○ 高等教育機関等との連携による若者の地元定着の促進 
○ 文化芸術活動の活性化と支援体制の構築、本県の２つの世界遺産の普及、「平泉の文化遺産」の拡 
 張登録及び「北海道・北東北の縄文遺産群」の登録に向けた取組の推進 
○ 地域に貢献するグローバル人材の育成・活用の促進 
○ 「希望郷いわて国体・希望郷いわて大会」への県民参加の促進、ラグビーワールドカップの釜石開 
 催に向けた取組やプロスポーツの振興などスポーツを通じた地域の活性化、障がい者スポーツの振興 

 
(1)  政策推進目標は、長期ビジョンの考え方を踏まえ、アクションプラン全体を推進することにより 
  達成しようとする、今後４年間で取り組む目標である。 
   第３期アクションプランでは、「震災からの復興」に加え、新たに「ふるさと振興」の視点を取 
  り入れるとともに、いわて県民計画の最終期間であることを踏まえた目標とする。 
《政策推進目標》 
  東日本大震災津波からの復興をゴールに向かって進めるとともに、ふるさと振興を軌道に乗せ、 
 県民一人ひとりが希望を持てる「希望郷いわて」への道筋を確かなものとする 
 
(2)  政策推進目標を具体に示す７つの目標について、以下のとおり設定する。 

いわて県民計画「第３期アクションプラン【政策編】」のポイント 

 
○ 自主防災組織の活性化、火山防災対策の推進などによる地域防災力の強化 
○ 岩手版HACCPの定着化及び食の安全安心に関する情報提供等による食品の信頼向上と理解の増進 
○ 移住プロセスに沿った移住希望者への支援、若者・女性を中心とした県内への移住の促進 
○ 若者の交流の場の創出、若者団体が実施する地域課題解決事業への支援を通じた若者の活躍支援 
○ 女性の政策・方針決定過程への参画拡大やワーク・ライフ・バランスの推進などによる女性の活躍 
 支援 

 
○ 「温暖化防止いわて県民会議」を中核とした情報発信、省エネキャンペーンの展開 
○ 地域に根差した再生可能エネルギーの導入促進に向けた機運醸成と、県の風力発電導入構想の実   
 現に向けた立地希望事業者への支援 
○ 木質バイオマスボイラー等の燃焼機器の導入促進 
○ 「いわてクリーンセンター」の後継となる最終処分場の整備などによる自県（圏）内処理の推進 
○ 多様な動植物が生息・生育できる環境の保全など、生物多様性の確保に向けた取組の推進 

「政策推進目標」と「７つの政策」のポイント ● 

 Ⅵ 環境～「環境王国いわて」の実現～ 

 政策推進目標 

 
○ 企業の生産性・付加価値向上に向けた取組の更なる推進 
○ 世界遺産などの地域資源を生かした滞在型観光による国内外からの誘客の促進 
○ 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向けた取組や次代を担う人材育成など科学技術による 
 イノベーションの創出 
○ 中小企業振興条例を踏まえ、経営革新、事業活動を担う人材の育成等の支援の充実・強化 
○ 県、経済団体、教育関係者など関係機関が連携して、若者や女性等の県内就職支援の充実・強化 

 Ⅰ 産業・雇用～「産業創造県いわて」の実現～ 

 Ⅱ 農林水産業～「食と緑の創造県いわて」の実現～ 

 Ⅳ 安全・安心～「安心して、心豊かに暮らせるいわて」の実現～ 

 Ⅲ 医療･子育て･福祉～「共に生きるいわて」の実現～ 

人  口 人口の社会減を減らすとともに、出生率を向上させる。※１ 

県民所得 国民所得に対する県民所得水準のかい離を縮小する。 

雇用環境 正社員の有効求人倍率を高める。※２ 

地域医療 
病院勤務医師数を増加させるとともに、医療機関の診療時間外において適正な
受診行動を実践する県民が増えるようにする。 

こころと 
体の健康 

県民のこころと体の健康づくりを進め、全国的にも高位にある自殺死亡率と脳
血管疾患など三大生活習慣病の死亡率を減少させる。 

再生可能 
エネルギー 

再生可能エネルギーの導入を促進し、再生可能エネルギーによる電力自給率を
高める。※４ 

防  災 
復興を進め、災害に強く、速やかに回復する安全・安心な社会基盤の整備や地
域防災力の強化を進めるとともに、防災文化を醸成する。 

※１：ふるさと振興総合戦略に掲げる目標を踏まえ、「社会減の縮小」に加え、「出生率の向上」を目標に設定 

※２：雇用の量の確保だけではなく、雇用の質の向上を図るための指標の一つとして、「正社員の有効求人倍率」を設定 

※３：喫緊の課題に県民一丸となって取り組むための指標として、新たに「こころと体の健康（自殺死亡率と脳血管疾患等 

   の死亡率の減少）」を設定 

※４：再生可能エネルギーを活用した自立・分散型の電力供給の仕組みの構築を目指し、「再生可能エネルギーによる電力    

   自給率の増加」を設定 

※３  Ⅴ 教育・文化～「人材・文化芸術の宝庫いわて」の実現～ 

 Ⅶ 社会資本・公共交通・情報基盤～「いわてを支える基盤」の実現～ 
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《振興施策の基本方向》 
Ⅰ 地域の自立を支える地域経済基盤の確立 
 １ 学術研究機能等の集積を生かした連携・交流によるIT・ものづく 
  り産業の振興 
 ２ 産業と地域の連携による滞在型広域観光の推進 
 ３ 地域資源を生かした特色ある食産業と地場産業の展開 
 ４ 次世代に継承できる農業経営の展開と魅力ある農村資源の活用 
 ５ 森林資源の循環利用による林業・木材産業の振興 
 ６ 雇用・労働環境の整備 
 ７ 産業経済活動、地域間交流を支える交通ネットワークの整備 
 ８ 地域の魅力を生かしたスポーツの推進 
 
Ⅱ 快適で安全・安心な地域社会の形成 
 ９ 健やかな暮らしを支える地域保健・医療の充実 
 10  安心で心豊かな福祉コミュニティづくりの推進 
 11  環境を保全し自然と共生する地域社会の創造 
 12  快適な都市機能の充実と住み良いまちづくりの推進 
 13  住民の生命と財産を守る防災対策の推進 

いわて県民計画「第３期アクションプラン【地域編】」の概要 

 
《第２期アクションプランの主な成果と課題》 
Ⅰ 地域の自立を支える地域経済基盤の確立 
 ○ IT産業を中心とした企業集積 
 ○ 広域連携による観光の推進 
 ○ 農畜産物の地域内流通の拡大 
 ○ カラマツ等の地域材の利用促進 
 ○ 国道バイパス等の開通による交通ネットワークの構築 
 ● 外国人観光客入込数の回復の遅れへの対応 
 ● 製造品出荷額の減少への対応 
 ● 農林業の担い手の減少・高齢化への対応 
 
Ⅱ 快適で安全・安心な地域社会の形成 
 ○ 生活習慣病予防対策や口腔ケアに係る指導・啓発 
 ○ 退院調整支援など医療と介護の連携支援 
 ○ 木質バイオマス利用機器の導入 
 ○ 河川の防災施設の整備 
 ● 脳血管疾患などによる死亡率の低減 
 ● 災害による被害を軽減する洪水・土砂災害への対策 

 
《第２期アクションプランの主な成果と課題》 
Ⅰ 地域のあらゆる資源を生かしながら、世界に通じる技術と個性ある 
 地域素材が織りなす強い地域産業が躍動する社会の構築 
 ○ 求人不足の解消、ものづくり総合力強化や産業人材の育成 
 ○ 観光客入込数の震災前水準への回復 
 ○ 農商工連携等による生産者と食品事業者の販路拡大 
 ○ 集落営農組織の法人化、木材生産量の増大 
 ○ 沿岸地域との交流・連携を図る道路ネットワークの構築 
 ● 観光入込客数の伸び悩みへの対応 
 ● 農畜産物価格の低下等による販売額の減少への対応 
  
Ⅱ 助け合う風土や豊かな自然を大切にしながら、安全で安心して暮ら 
 せる住みよい地域社会の形成 
 ○ 地域連携クリティカルパスの導入支援 
 ○ 高齢者に対する地域密着型サービスの充実 
 ○ 障がい者の地域生活への移行 
 ● 地域完結型の医療連携体制の充実・強化 
 ● 自殺死亡率と脳血管疾患などによる死亡率の低減 

 
《第２期アクションプランの主な成果と課題》 
Ⅰ 安全・安心に暮らせるまちづくり 
 ○ 被災した県管理の公共土木施設等の復旧・整備 
 ● 復興関連道路等の整備の更なる推進 
 
Ⅱ 地域資源を生かした活力ある産業づくり 
 ○ 園芸や畜産などの産地力の強化、特用林産物の流通・販売体制の 
  強化、漁業生産基盤の復旧と整備 
 ○ 広域的な観光情報の発信による誘客の促進 
 ○ 被災事業者の本格操業に向けた支援、企業の経営課題支援 
 ● 若年者における地元就職低迷への対応 
 ● 農林水産業従事者の減少・高齢化への対応 
  
Ⅲ 健康で住みよい地域づくり 
 ○ 被災住民へのこころと体の健康支援 
 ○ 被災診療所の再建、保健・医療、介護・福祉の連携推進 
 ○ 青森県境産業廃棄物不法投棄事案への対応 
 ● 自殺死亡率と脳血管疾患などによる死亡率の低減 
 ● 高齢者や生活困窮者等に対する支援体制の構築 

県南広域振興圏 県北広域振興圏 

＜目指す将来像＞ 
 都市と農山村が広域的に連携し合いながら 
  北東北の拠点としての機能を担う地域 

《振興施策の基本方向》 
Ⅰ 地域のあらゆる資源を生かしながら、世界に通じる技術と個性ある 
 地域素材が織りなす強い地域産業が躍動する社会の構築 
 １ 雇用・労働環境の整備と若者の地元定着 
 ２ 世界に通用するものづくり基盤の構築と伝統産業の振興 
 ３ 平泉世界遺産をはじめ多彩な資源を生かした観光振興 
 ４ 多様な事業者のネットワークを活用した食産業の振興 
 ５ 経営資源の継承・活用による岩手をリードする地域農業の展開 
 ６ 生産性の高い地域林業の実践と木材産業の活性化 
 ７ 産業を支える社会資本整備の推進 
 
Ⅱ 助け合う風土や豊かな自然を大切にしながら、安全で安心して暮ら 
 せる活力ある住みよい地域社会の形成 
 ８ 地域で安心して暮らせる医療の充実と健康づくりの推進 
 ９ 誰もが安心して生活できる支え合いの地域づくりの推進 
 10  社会資本の維持管理と安全で快適なまちづくりの推進 
 11  環境と共生した持続可能な地域社会の構築 
 12  未来を切り開く若者・女性が活躍する活力ある地域社会の実現 

 
 
《振興施策の基本方向》 
Ⅰ 安全・安心に暮らせるまちづくり 
 １ 防災対策の推進 
 ２ 地域経済や暮らしを支える社会基盤の整備 
 
Ⅱ 地域資源を生かした活力ある産業づくり 
 ３ 農林水産業の経営体の育成と産地形成 
  ① 農業 
  ② 林業 
  ③ 水産業 
 ４ 体験・交流型観光の展開 
 ５ 地域資源を生かした食産業の振興 
 ６ ものづくり産業の振興 
 ７ 雇用機会の確保と若者の地元定着 
 
Ⅲ 健康で住みよい地域づくり 
 ８ 地域における医療と健康づくりの推進 
 ９ 地域で支えあう福祉の推進 
 10  良好な環境の保全 
 11  定住環境の整備と地域コミュニティの活性化 

県央広域振興圏 

＜目指す将来像＞ 
 「連繋」と「協働」により、 
   地域の資源を生かしながら 
    世界に誇れる岩手をリードする地域 

＜目指す将来像＞ 
  培われた知恵・文化、多様な資源・技術を生かし、 
   八戸圏域等との交流・連携を深めながら、 
    持続的に発展する活力みなぎる地域 

 沿岸広域振興圏については、東日本大震災津波からの復旧・復興が最重要の課題であることから、当面は「岩手県東日本大震災津波復興計画」に基づき、取組を推進することとします。 

沿岸広域振興圏 

● ● ● 

● 

目指す方向性 

○：成果 
●：課題・必要な対策 
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《具体的な推進項目》 

(1) 復興や地域課題に取り組む体制の充実 
 ① 復興や地域課題対応を重点とする組織体制の整備 
 ② 復興や地域課題対応を担う人材の確保 
 ③ 職員育成の充実 
 ④ 職場環境の整備 

(2) 県民の期待と信頼に応える行政サービスの提供 
 ① 岩手県職員憲章の実践 
 ② 政策形成機能の強化 
 ③ 県民サービスの利便性の向上 
 ④ 公営企業のサービス品質向上 
 ⑤ 行政運営の透明性の向上 
 ⑥ 公共調達の最適化 
 ⑦ 適正な事務処理の確保 
 ⑧ 監査機能の強化 
 ⑨ 危機管理体制の強化 

いわて県民計画「第３期アクションプラン【行政経営編】」の概要 

 

《具体的な推進項目》  

(1) 県と多様な主体との連携・協働の推進 
 ① 開かれた復興の推進 
 ② 県民総参加の「希望郷いわて国体・希望郷 
  いわて大会」開催 
 ③ 連携・協働の全面展開 

(2) 公共サービス分野の連携・協働の輪を広げる
環境の整備 

 ① ＮＰＯ等の運営基盤強化 
 ② 地域コミュニティの活動促進 
 ③ 地方独立行政法人の目標達成支援 
 ④ 県出資等法人の目標達成支援 
 ⑤ 指定管理者制度導入施設のサービス向上 
 ⑥ オープンデータの推進 

 

《具体的な推進項目》  

(1) 歳入確保の強化 
 ① 県税収入の確保                                                
 ② 滞納債権対策の強化 
 ③ 県有資産の有効活用 
 ④ 受益者負担の適正化 

(2) 歳出の重点化と将来負担の軽減 
 ① 投資的経費の見直し 
 ② 補助金・負担金の見直し 
 ③ 公債費負担の適正管理 
 ④ 公共施設等の長寿命化 
 ⑤ 情報システムの最適化 

基本理念 ● 

 

《具体的な推進項目》  

(1) 復興や地域課題対応に向けた連携の推進 
 ① 市町村との連携協力体制の強化 
 ② 県外自治体との連携 

(2) 地方分権改革の推進 
 ① 地方分権改革の推進 

４つの基本方針 ● 

【基本方針２】 
多様な主体の連携・協働による 
公共サービスの提供 

【基本方針１】 
いわての未来づくりを支える専門集団 
への更なる進化 

【基本方針４】 
活力に満ちたいわてを実現する 
分権型行政システムの構築 

【基本方針３】 
いわてを支える持続可能な財政 
構造の構築 

 

《取組の方向性》 
 組織改編、人材確保、職員育成、職場環境の整備等に
より、復興やふるさと振興等の重要な地域課題に取り組
む体制の充実を図るとともに、県民の期待と信頼に応え
る行政サービスの提供に取り組みます。 

 

《取組の方向性》 
 「開かれた復興」の推進や県民総参加による
「希望郷いわて国体・希望郷いわて大会」開催な
ど、県と多様な主体との連携・協働による具体的
な取組を進めます。 
 復興や地域課題対応に向けて連携・協働して取
り組むＮＰＯ等の運営基盤強化など、公共サービ
ス分野の連携・協働の輪を広げる環境の整備を進
めます。 

 

《取組の方向性》 
 歳入確保の取組を強化するとともに、政策編
及び地域編の目標達成に向けて貴重な財源の重
点的かつ効果的な活用を図るため、予算編成に
おいて適正な公債費負担に配慮しながら全ての
事務事業を精査し、歳出の重点化と将来負担の
軽減を図ります。 

 

《取組の方向性》 
 国と地方が本来果たすべき役割を踏まえ、
県内市町村との連携協力体制を強化し、共通
する地域課題を有する全国の自治体との自治
体間連携を推進するとともに、地方分権改革
の理念に沿って、地方自治体がより一層主体
性を発揮できるよう国に働きかけていきます。 

「行政経営」の視点を重視 

職員一人ひとりの行動指針として「岩手県職員憲章」を共有 

「プロモーション」を積極的に展開 多様な主体の動機付けや活動の促進を図る「プロモーション」を積極的に展開し、公共サービス分野における連携・協働の輪の更なる拡大を図る。 

経営感覚をもって重要な課題に財源や人的資源を配分し効果的・効率的に取り組み成果を挙げる「行政経営」の視点を重視して、地域の特性を活かしつつ、先進
的な視野をもち、ＩＣＴ(情報通信技術)なども積極的に活用しながら、政策編及び地域編を含めた「いわて県民計画」全体の目標達成に向けた取組を推進する。 

全職員が「岩手県職員としてのあるべき姿」を示す「岩手県職員憲章」を共有し、一丸となって行動していく。 

岩手県職員憲章～私たちの５つの信条～ 県民本位・能力向上・明朗快活・法令遵守・地域意識 

 

《今後の課題》 
 県は、東日本大震災津波からの復興とふるさと振興、
さらにはその先にある「希望郷いわて」の実現に向けて、
地域社会を構成するあらゆる主体が共に支え合いながら
総力を結集していく「地域経営」の推進者として、まず
は県自身が県民の期待と信頼に応えるような成果を挙げ
ていく必要があります。 

 

《今後の課題》 
 県は、「地域経営」の推進者として、復興を進
める中で生まれている多くの絆、つながりを財産
とし、今後の復興や地域課題対応を支える連携・
協働のシステムとして確立していく必要がありま
す。 

 

《今後の課題》 
 増大する社会保障関係経費や高水準で推移す
る県債の償還などにより、今後も厳しい財政運
営が予想されることから、政策編及び地域編の
目標達成を最優先としつつ、持続的に行政サー
ビスを提供できるような財政構造を構築してい
く必要があります。 

 

《今後の課題》 
 今後、復興や地域課題対応に向けた地域視
点の取組が展開しやすくなるよう、主体的な
自治体間連携によって地域の自治の力を高め
つつ、地域のことは地域に住む住民が決める
という地方分権改革の理念に沿って地方の自
由度をさらに拡大する取組を進める必要があ
ります。 
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